
■直接実施 ■委託・請負 □補助 □ 負担 □交付 □ 貸付 □ その他
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（①３）
（②１）
（③６）
（④０）

平成２３年度トレーニングセミナーにかかる執行額：１１百万円
／トレーニングセミナー実施数：６回

成果実績

達成度

1 百万円 

成果目標及び
成果実績

（アウトカ
ム）

成果指標

２百万円／回 算出根拠
単位当たり

コスト

①中国におけるトレーニングセミナー受講
者の有益度指数（肯定的回答の割合）

実施方法
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計 170 百万円 191 百万円 

77 百万円 

招へい外国人滞在費 1 百万円 1 百万円 

※表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計は一致しない

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

庁費

文化芸術振興委託費

42 百万円 

諸謝金 4 百万円 2 百万円 

政府開発援助世界知的所有権機関拠出金

職員旅費 16 百万円 20 百万円 

委員等旅費

42 百万円 

50 百万円 

53 百万円 45 百万円 

4 百万円 

1 百万円 

外国人招へい旅費 4 百万円 

活動指標及び
活動実績

（アウトプッ
ト）

活動指標

①中国・台湾・韓国との二国間協議の回数
②欧米及びアジアの著作権担当部局職員に
よる会議の開催数
③トレーニングセミナーの実施回数
④著作権侵害対策ハンドブックの作成業務
数

活動実績

（当初見
込み）

24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

22年度 23年度

回
回
回
件

回
回
回
件

単位 21年度

96

単位

単位当たり
コスト

（344千円／回） 算出根拠
平成23年度著作権講習会にかかる執行額：5,844千円／
著作権講習会実施数：17回

％ 95

％

91

(15）

96 96

目標値
（27年度）

(①３)
(②２)
(③５)
(④１)
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24年度活動見込

94.6

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

14著作権の普及・啓発を図るための講習会等の開
催箇所数

活動実績

（当初見込
み）

単位 21年度 22年度

23年度単位 21年度

100.0

23年度

2406

95.5

17

成果指標

達成度 ％

24年度活動見込

―

目標値
（毎年度）

②著作権講習会受講者の理解度
（受講者アンケートで理解が深まったと回答した
率）

成果実績 92% 90% 91% 91%

目標値
（毎年度）

成果指標 単位

計

21年度 22年度

執行額 138 172 144

執行率（％）

193

補正予算 - -

170

▲ 19 -

-

88.8% 93.1%

-

67.0%

-

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 206 212 155

21年度

155

担当課室 長官官房著作権課 著作権課長　永山　裕二

著作権に関する普及啓発事業は「対象者別セミナーの開催」など国民への啓発活動の強化、著作権教育の在り方に関する実践的モデ
ルの研究開発等を実施する。
情報化の進展に対応した著作権施策の推進として、著作物の流通促進のための各種調査研究等を実施する。
著作権制度の国際的調和の推進は、多国間、複数国間、二国間の著作権に関連する国際的な枠組み策定の動きに対応するため、世界
知的所有権機関（WIPO）における国際会議等への参加、WIPOに対する拠出金によるアジア地域著作権制度普及促進事業（アジア諸国
を対象とした国際シンポジウム・各種セミナーの開催、専門家の派遣等）を実施する。
二国間協議等の場を通じた侵害発生国・地域への取締強化の要請、権利の執行推進の支援、トレーニングセミナーの実施、グローバ
ルな著作権侵害への対応の強化等、アジア諸国等における海賊版対策事業を実施する。

知的財産推進計画 2010・2011・2012

一般会計会計区分

関係する計画、
通知等

事業名 著作権施策の推進

施策名

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

著作権法
文化芸術振興基本法 第20条
文学的及び美術的著作物の保護に関するベル
ヌ条約パリ改正条約

事業開始・
終了(予定）年度

昭和54年度

作成責任者担当部局庁

事業番号 0444
　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(文部科学省)

文化庁

191206

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

デジタル化、ネットワーク化の進展など様々な課題に対応するために必要な著作権法の適切な運用、著作権制度の改善、普及啓発及
び国際的調和を図るための資料・教材作成、調査研究、各種講習会・セミナー、各国との協議等を行う。
また、海外での著作権侵害に対する権利執行の実効性を高めるための環境整備を行うため、関連施策を実施する。
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24年度23年度22年度

予算額・
執行額

（単位:百万円）

繰越し等

23年度

％

170

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

ⅩⅢ-4　文化芸術振興のための基盤の充実

-

費　目

2450 2424

21年度 22年度 23年度

101.1 98.9

22年度

13

（14）

①著作権の普及・啓発を図るための講習会等の
受講者数

成果実績 2345

達成度 75.6成果目標及び
成果実績

（アウトカム）



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

予算監視・効率化チームの所見

関連する過去のレビューシートの事業番号

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

縮
減

「海賊版対策事業」のうち、「権利執行推進の支援」については、これまでの成果を検証し、より効果的な事業の実施を図るという観
点から「グローバルな著作権侵害への対応の強化」と整理統合を行った。また、「トレーニングセミナーの実施」については、当該事業
の平成23年度の執行実績を踏まえ、事業実施件数等の見直しを行った。また、その他事業のうち「著作権制度の理解・活用の促進
のための総合的な体制の構築」についても積算等の見直しを行った。以上の取組みにより概算要求に▲１３百万円反映した。

一
部
改
善

１．事業評価の観点：本事業は、著作権に関する普及啓発及び調査研究事業、国際機関に対する拠出金により構成されており、予
算執行状況及び長期継続事業の観点から検証を行った。
２．所　　　　　見：本事業のうち「海賊版対策事業」については以前に予算監視・効率化チームから指摘したとおり、適切な予算執行
に努め、より効率的に事業を実施すべきである。その他の事業を含め、制度所管部局として引き続き実施する必要性は認められる
が、積算単価を再検証するなどコストの削減に一層努めるべきである。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

知的財産推進計画2010・2011・2012については、「知的財産戦略本部」ホームページに掲載されている。
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/index.html

類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

　※類似事業名とその所管部局・府省名

＜著作権課＞
著作権に関する普及啓発事業については、講習会会場
費、講師謝金等実費の支出に限られている。
調査研究等においては、一般競争による委託事業者の
選定を行うことで、公平性、妥当性を確保し、費用削減に
努めている。

＜国際課＞
著作権制度の国際的調和推進のうち、海賊版対策事業
については、企画提案型の公募や一般競争入札を導入
するなど、公平性、妥当性を確保し、費用削減に努めて
いる。
また、アジア地域著作権制度普及促進事業については、
前年度に文化庁とWIPOとの間で事業計画を調整した上
で、拠出金として、WIPOに支払うことになっている。なお、
事業の評価については、毎年度WIPOと評価計画会合を
実施して、適正な予算執行となるように努めている。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○

他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

＜著作権課＞
著作権に関する普及啓発については、地方自治体との
共催で全国各地において研修会を実施し、受講者アン
ケートの結果、受講者から概ね高い評価を得ている。

＜国際課＞
海賊版対策事業については、侵害発生国・地域などの2
国間協議や会議は、外交関係もあり定量的な成果実績
を示すことはできないが、中国におけるトレーニングセミ
ナーについては、アンケートにより、受講者から高い評価
を得ている。
アジア地域著作権制度普及促進事業に係る拠出金につ
いては、WIPOにおいて、途上国の現状を会議の場やア
ンケート等で把握し、我が国と十分な協議の上、事業を
企画・実施しており、その効果的な運営は高く評価されて
いる。

点
検
結
果

＜著作権課＞
著作権に関する普及啓発事業については、「著作権セミナー」において毎年受講者アンケートを分析し、翌年のセミナーではアンケート結果
に基づき受講者の要望を踏まえた改善をおこなっている。
情報化の進展に対応した著作権施策の推進については、一般競争による委託事業者の選定を行い、公平性を確保している。

＜国際課＞
海賊版対策事業については、企画提案型の公募や一般競争による請負事業者の選定を行い、事業者への立ち入り検査により、事業費の使
途を明確に把握した上で、支払い金額を確定している。今後は、著作権侵害対策に係る対象国の拡大を検討するため等、事業内容の一層
の充実を図る。
アジア地域著作権制度普及促進事業については、WIPOにおける前年度の事業実施状況を評価し、次年度の事業計画について検討するた
め、毎年、文化庁とWIPO事務局との間で、WIPO評価計画会合を開催している。本事業については、WIPOにおける事業計画の作成と、我が
国における予算要求をより密接に関連づけるため、22年度から事業計画の作成時期を次年度の概算要求時期前とする見直しを行っている。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

－

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業と
なっていないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

目
的
・
予
算
の
状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

＜著作権課＞
著作権に関する普及啓発事業については、平成２１年通
常国会において成立した「著作権法の一部を改正する法
律案」に対する附帯決議においても、政府は「文化の発
展に寄与する著作権保護の重要性にかんがみ、学校等
における著作権教育の充実や国民に対する普及啓発活
動に努めること」とされており、広く国民に向けて国が実
施すべき事業である。また、実施においては、地方自治
体との共催により実施している。
情報化の進展に対応した著作権施策の推進について
は、調査研究等を実施することで、国内外の著作物の円
滑な流通と利用の促進に寄与するものであり、国が実施
すべき事業である。

＜国際課＞
著作権制度の国際的調和推進は、多国間、複数国間、
二国間の著作権に関連する国際的な枠組み策定の動き
に対応するためのものであるため、国が実施すべき事業
である。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・
使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

0495 0420



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単位：

百万円）

※平成23年度実績を記入

文化庁
144百万円

諸謝金                          2百万円
職員旅費                       14百万円
委員等旅費                      1百万円

庁費　　　　　　　　 　　      24百万円
その他　　　　　　　　　　      1百万円

※庁費は消耗品購入や小規模なシステム改修（少額随契）
等であり、1件100万円以上のものはない。

【一般競争入札・
委託】

A.（財）比較法
研究センター
9百万円

諸外国の著作権
の集中管理と競
争政策に関する
調査研究を実
施。

【一般競争入札・
委託】

B.三菱UFJリサー
チ＆コンサル
ティング（株）
9百万円

海外における著
作物のパロディ
の取扱いに関す
る調査研究を実
施。

【一般競争入札・委
託

D.（株）野村総合
研究所
8百万円

著作物等のネット
ワーク流通促進の
ための意思表示シ
ステムの在り方に
関する調査研究を
実施。

【一般競争入札・委
託】

E.（財）比較法研究
センター

6百万円

学術用途における
権利制限の在り方
に関する調査研究
を実施。

【一般競争入札・
委託】

C.三菱UFJリサー

チ＆コンサルティ
ング（株）
6百万円

クラウドコン
ピューティング
と著作権に関す
る調査研究を実
施。

を含む

※表示単位未満四捨五入の
　関係で、積み上げと合計は
　一致しない

※庁費等執行分 ※庁費等執行分

【公募・請負】

I.一般社団法人
コンテンツ海外
流通促進機構

11百万円

トレーニングセミ
ナーの開催

【拠出金】

F.世界知的所有
権機関

40百万円

WIPO加盟国の著作
権者の権利の保護
に資する

【一般競争・請負】

J.一般財団法人
比較較法研究

センター
６百万円

タイにおける著作
権侵害対策に関す
る調査・著作権侵
害対策ハンドブッ
クの作成

【下請負】

K.ＩＦＡＣＴ－Ｇ
Ｃ（国際版権保護

協会（大中華
区））

１百万円

会場設営業務

【下請負】

L.民間企業
全2機関
５百万円

現地当局との調
整、会場設営業務

【公募・請負】

G.(社)著作権情
報センター
5百万円

権利執行セミナー
（「日韓著作権
フォーラム」）の
開催

【公募・請負】

H.一般社団法人
コンテンツ海外
流通促進機構

3百万円

権利執行セミナー
の開催

※庁費等執行分 ※庁費等執行分



0.4

金　額
(百万円）

国際レコード連盟、ＩＦＡＣＴ－ＧＣ
（国際版権保護協会（大中華区））

5

講師謝金・講師旅費など 3

使　途
金　額

(百万円）

謝金・旅費等 3

職員人件費 3

一般管理費

金　額
(百万円）

計
※表示単位未満四捨五入の関係で、
積み上げと合計は一致しない

8 計 6

金　額
(百万円）

費　目

11

事業費

その他

1

0.1

使　途
金　額

(百万円）

D.（株）野村総合研究所 J.一般財団法人比較法研究センター

8 人件費

費　目 使　途

人件費 研究員人件費

事業費 委員謝金等

計 6 計

※表示単位未満四捨五入の関係で、
積み上げと合計は一致しない

職員人件費 2

一般管理費その他 1

5 人件費

1 外部委託費

人件費 研究員人件費

一般管理費

事業費 委員謝金等 1

I.一般社団法人コンテンツ海外流通促進機構

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

39 計

事業費

※表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げ
と合計は一致しない

C.三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（株）

計

職員人件費人件費 研究員人件費 6 人件費

計
※表示単位未満四捨五入の関係で、
積み上げと合計は一致しない

0.2

1

研究員交通費等 3 事業費

使　途

9 計

その他

※表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げ
と合計は一致しない

5

費　目

講師旅費等

一般管理費

ＩＦＡＣＴ－ＧＣ
（国際版権保護協会（大中華区））

外部委託

0.5その他

人件費 研究員人件費

金　額
(百万円）

費　目

事業費 委員謝金等

費　目 使　途

1

B.三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（株） H.一般社団法人コンテンツ海外流通促進機構

費　目 使　途

事業費

G.社団法人著作権情報センター

4 事業費

職員人件費 0.4

一般管理費

謝金・旅費・会議費等

4 人件費

A.（財）比較法研究センター

使　途
金　額

(百万円）

4

費目・使途
（「資金の流

れ」においてブ
ロックごとに最
大の金額が支
出されている者
について記載
する。費目と使
途の双方で実
情が分かるよう

に記載）



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

D.

現地機関との連絡窓口、セミナー会場の手配及
び設営、セミナー開催の広報・告知等

1

使　途
金　額

(百万円）

事業費 委員謝金等 3 役務

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

人件費 研究員人件費 3

一般管理費 1

91.3%

入札者数

入札者数 落札率

海外における著作物のパロディの取扱いに関する調査研究を実施。 9

現地機関との連絡窓口、セミナー会場の手配及
び設営、セミナー開催の広報・告知等

5

5

1 92.5%

落札率

支　出　先

6 7 90.5%

使　途

計 40 計

支　出　額
（百万円）

入札者数

1 （株）野村総合研究所
著作物等のネットワーク流通促進のための意思表示システムの在り
方に関する調査研究を実施。

8

業　務　概　要

支　出　先 業　務　概　要

支　出　先

1
三菱UFJリサーチ＆コン
サルティング（株）

68.6%

支　出　額
（百万円）

5

落札率業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

1 （財）比較法研究センター

支　出　額
（百万円）

入札者数

諸外国の著作権の集中管理と競争政策に関する調査研究を実施。 9 2

拠出金 ＷＩＰＯ拠出金

計

業　務　概　要

クラウドコンピューティングと著作権に関する調査研究を実施。

支　出　先

40 役務

落札率

金　額
(百万円）

1

E.（財）比較法研究センター K.ＩＦＡＣＴ－ＧＣ（国際版権保護協会（大中華区））

使　途
金　額

(百万円）
費　目

※表示単位未満四捨五入の関係で、
積み上げと合計は一致しない

F.世界知的所有権機関

費　目

L.ＩＦＡＣＴ－ＧＣ（国際版権保護協会（大中華区））

6 計

1
三菱UFJリサーチ＆コン
サルティング（株）

費目・使途
（「資金の流

れ」においてブ
ロックごとに最
大の金額が支
出されている者
について記載
する。費目と使
途の双方で実
情が分かるよう

に記載）



E.

F.

※拠出金であるため「入札者数」「落札率」は「－」としている

G.

H.

I.

J.

K.

L.

1 （財）比較法研究センター

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

現地機関との連絡窓口、セミナー会場の手配及び設営、セミナー開催の広報・告知等

－

2 国際レコード連盟

支　出　先

1
ＩＦＡＣＴ－ＧＣ
（国際版権保護協会（大中華
区））

支　出　先 業　務　概　要

落札率

学術用途における権利制限の在り方に関する調査研究を実施。 6 2 100%

入札者数

1 世界知的所有権機関 アジア地域著作権制度普及促進事業を実施

現地機関との連絡窓口、セミナー会場の手配及び設営、セミナー開催の広報・告知等 1 － －

落札率

－

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

40

落札率

－

企画競争 －

入札者数

－

入札者数

入札者数

落札率

入札者数

企画競争

落札率

入札者数 落札率

入札者数

2 99.99%

－

－ －

1
ＩＦＡＣＴ－ＧＣ
（国際版権保護協会（大中華
区））

現地機関との連絡窓口、セミナー会場の手配及び設営、セミナー開催の広報・告知等

落札率入札者数

5

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

1 3一般社団法人コンテンツ海外流通促進機構 権利執行セミナーの開催

企画競争

支　出　先

1 社団法人著作権情報センター 権利執行セミナーの開催

1 一般社団法人コンテンツ海外流通促進機構 トレーニングセミナーの開催

落札率

－

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

11

5

1

支　出　先

1 一般財団法人比較法研究センター タイにおける著作権侵害対策に関する調査・著作権侵害対策ハンドブックの作成 6

支　出　先

※表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計は一致しない


